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ホーソン実験についての近年の諸論調
1990年以降における諸論調を中心に――-
大橋昭一
まえがき
アメリカのウエスタンエレクトリック社ホーソン工場で， 1924年11月（照明実験開始）より
1932年 6月にかけて行われたホーソン実験は，その公的報告書であるレスリスバーガー (Roeth-
lisbergerg, F. J.) /デイクソン (Dickson,W. J.)の1939年の著 "Managementand the Worker" (参
照文献o)で広く知られたものであるが，その影響は広く大きく，経営学，社会学，心理学のみ
ならず，教育学関係にも及んでいる。現在も論議は続いている。
1991年，ギレスピー (Gillespie,R.)は，その著の冒頭（参照文献f: p.l, 4)で，ホーソン実験ぱ
半世紀以上たったものであるが，今日でも社会科学において最も多く引き合いに出され，かつ，
最も論争が盛んなものである， と述べるとともに， この実験の解釈をめぐってこれほど多く多
様な見解があることからいっても，ホーソン実験の実態がどのようなものであったかについて，
はっきりしたことは決していえないと論じている。
2006年にも，スウェーデンのハンソン (Hansson,M. : エーレブロ大学）とウイグブラド (Wigblad,
R.: ダラルナ大学）は，「ホーソン実験は，人間が仕事をする場合についての研究のパラダイム的
土台 (paradigmaticfoundation)を提示したもの」（参照文献g: p.120)と位置づけるとともに，ホー
ソン効果についての再検討・再構築が必要とし，後述のような試みを提示している。
ホーソン実験をめぐる，主として1990年ごろまでの研究・論議の状況は，これまですでに 6
点の拙稿（参照文献 r~w) でそれぞれのテーマに関する概要を論述してきた。本稿は， 1990年
以降における近年の状況について管見し，問題点の所在をさらに考察するものであるが，その
前に，次項においてそれまでの経緯のうちで特にパーソンズ (Parsons,H. M. : リバー サイド研究所）
の見解（参照文献1)について簡単に述べておきたい。
なお，参照文献は末尾に一括して掲載し，典拠個所はその文献記号により文中で示した。
I . ホーソン実験研究のそれまでの経緯 特にパーソンズの見解について
ホーソン実験についてのそれまでの研究，特に批判的研究は，ギレスピーによると， 1960年
代あたりを 1つの区切りとする (f: p.3)。第 2次世界大戦終了以来この間では，批判的研究は，
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ホーソン実験に立脚する人間関係論的主張が経営サイド的なものという点や，方法論的難点を
持つ点などに重点をおいたものが比較的多かった。 1960年代以降になると，ホーソン実験の内
在的批判，特にホーソン効果を実証したとされる第 1次継電器組立作業実験 (1927年4月25日～
1932年6月17日）について実験データと解釈との間に乖離があるといった批判が多く現れた。
しかしこの点は，私見によれば 1970年代，端的には，ハーバード大学経営学大学院とウエ
スタンエレクトリック社の共催でホーソン実験50周年記念シンポジウム（論文集は参照文献C)が
開かれた1974年あたりを， 1つの区切りとするのがより適したもののように思われる。この記
念シンポジウムの後批判論はかえって強まっているし，また， 1970年代は全世界的に反体制的
運動が高揚した時期で，アメリカも例外ではなかった。この事情は上記記念シンポジウムにも
反映しているが（詳しくは参照文献vを見られたい）， 1978年には第 1次継電器組立作業実験について
徹底的な統計的処理を行い通説的見解を内在的に強く批判したフランケ (Franke,R. H.) /カウ
ル (Kaul,J. D.)の試み（参照文献e)が発表され， 1981年にはマルクス主義に立脚して批判を試み
たブラメル (Bramel,D.) /フレンド (Friend,R.)の論考（参照文献a) も登場している（これらのもの
の内容については参照文献t,uで考察している）。
しかもこれらのものは，単なる批判にとどまらず，ホーソン実験のオリジナル資料を精在し
て，実験結果について，端的にはホーソン効果の実体について，積極的，独自に内容を提示し
規定する試みを行っているものが多い。それまでとは時期を画するものであり，その後におけ
るホーソン実験研究のより進んで段階を示したものといっていい。これらの研究の先駆けにな
ったものに， 1974年のパーソンズの前記論考がある。以下それを管見するものである。
パーソンズの論考は，第 1次継電器組立作業実験についてオリジナル資料を駆使して，この
実験における作業量増加（ホーソン効果）は，実験作業過程における情報フィードバック Cin-
formation feedback) と賃金制度変更とが組み合わさっておこったことを主張するものであった。
ちなみに，第 1次継電器組立作業実験では，作業台の各自の手元の所に仕上品投下用シュー
トがあり，それに紙テープが直結していて，実験メンバーたちの作業量は自動的に刻々と記録
されるものであった。それがミーティングなど種々な形で実験メンバーに伝えられ，それによ
って実験メンバーたちの行動（作業贔増加）は強く刺激された。これがパーソンズのいう情報フ
ィードバックである。なお，このような作業量の自動的測定装置は，第2次継電器組立作業実
験 (1928年8月27日-1929年3月14B)等では設置されていなかったから，実験メンバーたちは作
業量について計慮するにしても自己の心覚えに頼るものであった。情報フィードバックはあっ
たとしても，弱いものであった。
賃金制度の変更は，一般作業場では作業場全体（約100名）を 1単位とした集団出来高給制で
あったのを実験作業室では実験メンバー 5名だけの集団出来高給制としたものである。これ
により実験メンバーでは各自の仕事精励度（作業最）と賃金との関係がかなり直結的なものと
なった。このため，賃金増加の観点からも作業量増加に努力し関心を持つようになった。しか
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し，賃金制度の変更は実験のかなり初期（実験開始7週間後）に 1度だけ行われ，それ以後実験
終了までの約 5年間変わらなかったものであるから，操作的実験措置としてはあまり大きな価
値が認められない。従って，作業量増加の直接的な刺激要因としてば情報フィードバックの方
が果たした役割は大きいが， しかしその根本にあったのは賃金についての関心であって，それ
を否定することはできないというのがパーソンズの主張である。
この情報フィードバックと賃金制度の問題は，他の実験ではどのようになっていたか。雲母
剥ぎ作業実験 (1928年 8 月 27 日 ~1930年 9 月 13 日）では個人別の出来高給制が行われていた。こ
れは，この作業の一般作業場でも同様であったが，各人別の出来高の計算・確認は，共に手作
業で行われていた。もともとこの実験作業は賃金以外の要因端的には休憩や超過勤務などの
影響を調査することを目的にしたもので，実験期間中に約15%の作業量増加を記録したが，そ
れは休憩や超過勤務などの影響とみられるものであった。パーソンズは， これにより賃金以外
の要因の影響度が明らかになり，この実験以外における，端的には第 1次および第2次の継電
器組立作業実験における賃金の役割を明確にした意義をもっていたとしている。
バンク捲き線作業観察実験 (1931年 6 月 22 日 ~1932年 5 月 19 日）は，インフォーマル集団による
作業量制限行為を明確にしたものとして知られている。ここでの作業の特徴は，一定数の捲き
線作業の後直ちにその場で溶接，検在の作業が行われて仕上品（同社でequipmentといわれたものc
バンクが裔さ 2~3 列，横10~11個並んだもの。捲き線数は3,000 もしくは3,300のもの）になることで， こ
の3作業はセットのものであった。観察実験対象作業である捲き線作業は，個々の作業員が作
業量（捲き線数）を随意に変えうるもので，作業量は個人別に計算されるものであったが，溶
接作業員・検査作業員の作業量はこれにより自動的に決まるものであった。賃金制度は，観察
実験作業室と一般作業場全体を含めて 1単位とした集団出来高給制がとられており，その計算
単位となる出来高は，仕上品であった。捲き線作業員の場合，各個人への賃金額の配分は各人
ごとに決まっている時間率 (hourlyrate)に比例して行われるもので，時間率は当人の作業量の
実績で決まるものであった。そして，なされるべき作業量（捲き線作業員 1人あたり）は，仕上品
の数で決められているもので， 1日に 2個が確固たる慣例となっており (o: pp.412-415), それを
変更することなどは作業員にとって全く問題とならないものであった。他方，賃金は，直接的
には時間給的なものであったから，それによる作業量向上的刺激は弱いものであった。
ここではこのように，作業量は固定的なもので情報フィードバックは問題とならなかったし，
賃金も比較的固定的なもので変化には関心が低かった。こうした場合，すなわち，賃金に対す
る関心が低く，作業量についての情報フィードバックも意味がないところでは，パーソンズに
よると，ホーソン効果は成立しがたいのであり，この観察実験はまさにこのことを証明したも
のと位置づけられるのである。
このうえにたってパーソンズは，通説的見解において，例えば，第 1次継電器組立作業実験
では，実験メンバーたちの意見や要望を聞くなど人間関係論的管理が行われていたことが，ホ
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ーソン効果を生んだ要因として説明されている点について，こうした管理・監督の変化だけで
この実験の長期（約 5年）にわたる継続的な作業量増加を説明することはできないとして，そ
れは確かに必要条件の 1つであったが，十分条件ではなかったと論じている (I: p.930)。
また，実験メンバーたちが実験参加者として特別な意識をもっていたが故に，作業量増加に
尽くした点については，実験作業室での作業条件が一般作業場のそれと違っていた点，つまり
実験メンバーたちのそれが優遇されたものであった点を抜きにして，参加意識のみで論じるこ
とは当を得ていないと指摘している (I: p.930)。
さらに，パーソンズはホーソン実験に関して“神話"(myth)があることにも言及している (I: 
p.927f.)。その 1つに，実験措置が行われた度に作業量増加がおこっているというものがある。
しかし，少なくとも 1時間あたりの作業星でみればこれは事実に反している。ホーソン効果
が実証されたという実験12期には，直前の11期とくらべて，後述のように， 1時間あたりの作
業量は減少している。この12期には同条件の 3期とくらべて 1時間あたりの作業量が増加し，
注目を集めた。これがホーソン効果とされ，大きな神話になった。しかしこの点についても，
パーソンズは実験3期以来の時間経過にともない作業習熟度の向上したこと等が考慮されなく
てはならないとしている。第 3に，賃金は作業者にとってさほど大きな意義をもたないことが
立証されたとして，大きな神話となっている。しかし，これを実証したとされる第 1次継電器
組立作業実験では，賃金制度は実験期間中実質的に不変で操作的実験措置としてはほとんど機
能していないことが考慮されるべきで，ホーソン実験の他の，例えば第2次継電器組立作業実
験の結果等からいっても，これは全く事実に合致していない神話である， と論じている。
I. ギレスピーによる「作られた理論」の主張
本稿の主題である1990年代以降の論究として，まず，注目されるものに， 1991年ギレスピー
が発表した前記の書（参照文献f)がある。これは，一言でいえば，ホーソン実験そのものだけ
ではなく，それに立脚するメイヨーらの所説等も含めて，残されている資料に基づいて，いわ
ばその真相• 実態を内在的に徹底的に解明したものである。現在では，ホーソン実験・ホーソ
ン研究・人間関係論に関する論議は， どのような立場のものであれ，ギレスピーのこの書を除
いて，これをなすことはできないと言ってもいいものである (p: p.351)。
(1)ギレスピーの主張の立場
ギレスピーの出発点になっているのは，次の点である。かれの結論的主張によれば，ホーソ
ン効果などを中心にしたホーソン実験についての通説的な説明は，一言でいえば，虚偽の誤っ
た神話的なものであり，労働者の抵抗をなくすためのメッセージたるもの (themessage of dis-
arming descriptions of error and false assumption)であるが， しかしそうした人間関係論的理論は，
ホーソン実験についての近年の諸論調（大橋） 93 
それが実験で実証されたもの (experimentalevidence) とされ， しかもその客観的真理性は権威
ある大学教授たちの認定 (confessions)によって保証されているものとされている (f: p.3)。こ
の問題領域の決定的な特徴はまさにここにあるが，その妥当性いかんを論じるには，ホーソン
実験そのものの実態について全面的な解明を行い，それがメイヨー， レスリスバーガーらによ
っていかに「客観的真理」として理論化されていったかの過程を，全面的に， しかも内在的か
つ克明に精査することを必要とする。
これが，ギレスピーの間題意識であり，かれの著はこの究明に尽きる。ギレスピーの著のな
かの具体的内容的な諸点は，すでにこれまでの拙稿で言及しているので，ここでは特に触れな
い。ここでは，そうしたかれの試み・究明の前提になっている，ホーソン実験についてのかれ
の根本的な考え方そのものに焦点をしぼって考察する。
この点について，ギレスピーの根本的アプローチは，少なくとも社会科学の場合，理論は作
り出されたもの (manufactured) ととらえるものである。もとよりそれは，その理論が前提にす
る社会的，制度的，イデオロギー的状況のもとで作り出されたものであるが，社会科学的理論
というものは， もともと見い出されるものではなく，作り出されるものであるところに，本質
的特色があるとする。かれによれば社会科学では，事実の形成 (constructing)が技術的人工
物 (technicalartifact)の形成と変わるところがない。社会科学的事実も技術的人工物も，要す
るに現実 (reality)そのものではない。社会科学的事実も人工物も確かに現実に規定された
ものではあるが，それを作り出す行為・プロセスは本質的に人間による社会的活動である (f. 
pp.4, 264)。そしてこのことは，ホーソン実験に立脚する人間関係論に特に妥当するが，それを
もたらした要因には，次の 2者があるという。
第1は，当時の社会全般的な時代的背景である。アメリカでは1920年代産業の組織化に照応
して社会科学者とりわけ行動科学論者が大学から実践界に出て，学問的実践を始めるように
なった。これは， 1930年代以降ニューデイール政策で労働運動が台頭し，この点からも企業経
営や経済運営が複雑化するとともに，一層進んだものとなった (f: p.5)。
ホーソン実験の場合をみると，メイヨーがこの実験に直接的に参画したのは第 1次継電器組
立作業実験開始約 1年後， 1928年4月下旬あたりからであったが， これを契機にホーソン実験
の産学協同色が強まった。これが，人間関係論作り出しにかかわった，第2のホーソン実験に
特有な個別的要因であった。
ホーソン実験は，第 1次継電器組立作業実験についても，メイヨーが参画するまでは，実験
そのものはウエスタンエレクトリック社関係者のみで計画され実施されていた。その間に生ま
れた実験結果の原因について同社において種々な意見が生まれた。その原因として，賃金制度
の変更，休憩設定等による就業時間の短縮，管理・監督方法の変更などが挙げられ，その究明・
結着のため 2つの方策がとられた。 1つは，この点をそれぞれさらに深く実験調在，究明す
るために，別の 3種の実験・調査を派生的に実施することであった。まず第 2次継電器組立作
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業と雲母剥ぎ作業実験が共に1928年 8月27日から始められた。前者は賃金制度変更の影響度究
明を意図し，後者は就業時間変更の影響度究明を意図したものであった。さらに1928年 9月に
は管理・監督改善の基礎的データを得ることを目的に一般従業員対象の面接調査が始められた。
今 1つは，実験結果の解釈について社外の専門家の意見を聞くことで，メイヨーらが招聘さ
れた。従って，メイヨーらの参画後も実験そのものは会社関係者で実行され，メイヨーらは多
くの場合そのアドバイザーにとどまるものであったが実験結果の解釈• 総括，その発表・広
報等は，圧倒的多くの部分がメイヨーらハーバード大学関係者の手でなされるものとなった。
例えば， 1929~39年に発表されたホーソン実験にかかわる論考等は，論文 (article) 33編，
モノグラフ 3編を数えたが，そのうちの論文25編とモノグラフ全編はハーバード大学関係者の
ものであった (f: p.175) 。つまり，実験の実施と実験結果の総括• 公表とが分業化されていた。
ここに，カレー (Carey,A.: 参照文献b)等が批判してやまなった，実験結果とその解釈とでは
乖離があるという事態が生じた根源があったのである（参照文献s)。
しかもその際， ウエスタンエレクトリック社関係者とハーバード大学関係者（直接的にはメイ
ヨー）との間では，問題意識でも違いがあった。
この実験のウエスタンエレクトリック社最高責任者ペンノック (Pennock,G. A.) ら同社関係
者は， とにかく実験が成功裏に進むことに最大の関心をもっていた。しかもそれは，あくまで
も，作業量増加に示されるところの成功であって，実験作業室の運営がうまくいってそれが成
功することをよしとするものであった。しかし，メイヨーは， 自らの理論的関心に基づき参画
当初から作業場における人間的状況の研究 (understandingof human situations)に関心をもってい
た。ギレスピーはいう。そもそもホーソン実験では「実験の意味がどこにあるかについて意見
の違いがあったが，……それはこの実験そのものに内在的なもの (intrinsic)であった」 (f. 
p.4)。「会社側関係者たちは実験結果に重点をおいていたのに対して，ハーバード大学関係者は
自分たちの社会理論を根拠づけるために実験を利用していた。この両者の間における緊張関係
は， 1930年代を通じて変わるところがなかった」 (f:p.178)。
もっとも，作業量増加について，メイヨーもそれを無意味なものなどと考えていたのでは毛
頭ない。実験の「成功」いかんは，メイヨーにとっては例えば作業者のモラール向上で示され
るものであったがそれはいうまでもなく作業量増加で測られるものであった。メイヨーは，
ウエスタンエレクトリック社関係者のなかには作業量増加にそれほど大きな関心をもっていな
い者がある， と批判したことさえある (f: p.189)。この点はまた，ホーソン効果が実証された
という実験12期の状況を，後述のように，メイヨーが何よりも作業量増加で評価していた点に
よく現れている。
メイヨーはこのようにかれの考える社会理論が作業量増加で実証されるものと考えていたの
に対して， ウエスタンエレクトリック社関係者は自分たちのもつ実験意図（当初は疲労と能率と
の関係例えば休憩設定と能率との関係など，参照文献r)が作業最増加で測られるものとしていたの
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である。作業量増加が実験成功の具体的指標であった点では，メイヨーとウエスタンエレクト
リック社関係者との間で違いはなかっが，その解釈には違いがあったのである。
メイヨーの立場では，照明実験と異なる第 1次継電器組立作業実験の特色， というよりはこ
の実験「成功」の真因は，何よりも実験担当者たちが作業者（実験メンバー）たちの声を聞くな
ど人間関係論的措置を講じたところにあったのであるが，こうしたホーソン実験における社会
学的ないし心理学的方向への重点移行は，メイヨーの影響が強まるにおうじて広く進んでいっ
た。少なくともそれは，ウエスタンエレクトリック社関係者がもともと考えていたこの実験・
調査・研究の必然的結果というものではなかった (f: p.189)。
(2)メイヨーの所説の特色と問題点について
メイヨーがとった社会学的心理学的方向への傾斜は，すでに従業員面接調査にはっきり現れ
ている。これはメイヨーのかなり積極的な指導下でなされたもので (p: p.350), この調査にお
ける従業員たちの発言のうち，実際の作業状況や職場環境に関する意見でも，その者の個人的
な状況的な要因から生まれたものと解釈された。他方，個々の人物や監督方法に関する苦情は，
多くの場合聞き捨てにされた (disregarded) (j : p.96, 訳98頁， o: pp.193, 222)。というのは，それは
多くの場合，インタビュアーを含め部外者の立場では妥当性を判断できないものであったから
であるが，それよりもメイヨーによれば，一般に人間は多くの場合個人的判断でバランスに欠
ける存在であって，監督者もその例外というものではなかったからである (j: p.96, 訳99頁）。
周知のように，メイヨーは，人間の行動を論理的なもの(logical),非論理的なもの(nonlogical), 
非合理的なもの (irrational)に分けているが (j: p.164, 訳169-170頁），社会的な場で通用するものは，
非論理的な行為であって，論理的な行為ではない。非論理的な行為は，人間の社会的活動，す
なわち社会という場における人間同士の相互関連的状況のもとで作り出されたものであり，そ
れが社会規範 (socialcode)の根本をなし，社会における秩序と規律の根本をなすものであった。
ただしそれは，メイヨーによれば，人々の社会的協働行為 (collaboration)では限られた範囲で
しか (restrictedrange of activity)有効性をもたない。例えば，あるグループと別のグループとの
間で文化的衝突があるような場合には有効性をもたない (j: p.164-165, 訳170頁）。
メイヨーの規定によれば，監督者たちは個性や人間的資質において本質的に特に変わったと
ころがある者ではない (j: p.118, 訳122頁）。それが従業員から苦情を言われたりするのは，かれ
らがこうした非論理的行動を行う者であり，社会的協働の場で他のグループと文化的衝突をお
こし葛藤をおこすことがありうるからである。これは，換言すれば集団的な仕事の場が非論
理的な社会規範の働く場であることを意味するものであり，かくて，集団的な仕事の場はこう
した存在として，すなわち社会的存在として規定されるのである。
こうした一方，メイヨーの1933年の書（参照文献j) における第 1次継電器組立作業実験につ
いての記述をみると，実験データの扱いで，御都合主義的 (cavalier) といわれてもやむをえな
96 関西大学商学論集 第52巻第 6号 (2008年2月）
いところがある (f: p.182)。
例えば同書では，ホーソン効果を実証したとされる実験12期について， この期のことを称揚
するために，まず最初に (j: p.64, 訳66頁），「12期にはそれまでのいかなる実験期の作業量も越
えた」ことが強調されている。しかし， これは同個所でメイヨーも書いているように，週あた
り， もしくは 1日あたりの総作業量について言っているものであるが， 1時間あたりの平均作
業量についてみれば話は異なったものとなる。この12期は，それまで行われてきた休憩設定
や就業時間繰り上げ等を止め，最初の（一般作業場と同様の）週あたり48時間作業体制に戻った
期であって，例えば12期直前の11期とくらべると週あたり（もしくは 1Bあたり）作業時間は増
えている。 11期には休憩時間と就業時間繰り上げがあったため週あたり作業時間は41.40時間
で， 1時間あたり (1人あたり）の平均作業量は62.8個であった。 12期には作業時間は48時間に
延びて， 1時間あたり (1人あたり）の平均作業量は60.7個に下落している。作業時間の長さを
無視して単に 1週あたり（もしくは 1日あたり）の作業量でみれば，当然，作業時間が長いだけ
作業量は増加している（実験の具体的経過について詳しくは参照文献rを見られたい）。
ホーソン実験関係の他の文献等では，実験結果（作業量）の評価は，当然， 1時間あたりの
作業量で行われている。メイヨーのこの書でも後の個所 (j:p.74, 訳74-75頁）では， 1時間あた
りの作業量が測定基準・判断基準であった旨の記述がある。
それにもかかわらず， 12期がホーソン効果を立証したとしで注目されるのは，休憩なしなど
労働条件が12期と同一であった (48時間作業体制の） 3期とくらべて， 1時間あたり (1人あたり）
の作業量が増加したためにほかならない (51.0→60,7個）。確かに，メイヨーの記述に誤りはない
が，基準を適当に変え，都合の良い方を適当に用いているという批判は免れない。それ故，作
為的なところがあると批判されてもやむをえないところがある。もっとも，第1次継電器組立
作業実験に対してもメイヨーの影響が強まったのは1930年中頃からといわれている (n: p.67)。
以上をまとめて，メイヨーの場合，結局，かれの個人的なイデオロギーが先行し，それにホ
ーソン実験の諸結果が組み込まれて，実際的根拠を持つとされているものということができる
が，そのためホーソン実験結果の解釈的構成 (interpretativeconstructs)が行われ，そしてそれ
が多かれ少なかれレスリスバーガーらホーソン実験関係者の著述に影響し，それらの読者たち
に影響を及ぼしたのである。
以上のようなホーソン実験の解釈・理解• 理論化，人間関係論的理論のとらえ方にたって，
ギレスピーは結論的に，次の諸点が最も特徴的な点であるとしている (f: p.264ff.)。
第1は，ホーソン実験のこれまでの通説的な説明・理解では，実験作業を貫通して働いた権
力関係 (relationshipsof power)が全く明らかになっていない点である。これは例えば第 1次継
電器組立作業実験の場合， 1928年 1 月 25 日における 2 名の実験メンバーの排除• 交代で象徴的
に示されたものである。この実験ではこうした権力関係を背景に，一方では種々な点で一般従
業員にはない好待遇を与えるとともに，他方では非従順なメンバーを排除するなど，いわゆる
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飴と鞭の管理が行われたのであり，これが実験を成功させたものである， という。
第2は，ホーソン効果を実証したとされる第 1次継電器組立作業実験は，僅か 5名（延べ7名）
の実験メンバーを対象としたものであるのにそれがどうして労働者一般に妥当するものとし
て定立され，一般的にも広く受け入れられものとなったかという点である。これはほとんどが
ハーバード大学関係者の貢献によるものである。レスリスバーガー／デイクソンの1939年の著
が， 1941年 "Reader'sDigest" (参照文献d)に紹介されたのは注目されることであったが実験
結果を関係学界や実業界に広く広報したのはメイヨーらで，メイヨーはじめ権威あるハーバー
ド大学教授によりいわば認定された実験結果・理論としてかなり強力に流布された。ホーソン
実験についての理論的な報告・提示は，圧倒的多くがハーバード大学経営学大学院から提起さ
れたものであって，ホーソン工場からなされたものでなかった。ギレスピーは， この実験はあ
る事実を作り上げる (establisha fact)ために，ハーバード大学教授の権威が前面にたち，ホー
ソン実験のデータがそれに動貝されたものであった， と論じている。
第3は，人間関係論は一般に労働者の自主性を尊重するものとされているが，メイヨーらの
叙述では必ずしもそうとはなっていない点である。ギレスピーによれば，メイヨーの叙述では
全体的に見た場合，労働者の自主的集団的行動は，例えばバンク捲き線作業観察実験のように
単に観察されただけのものの場合には，組織的怠業を行うものという側面が強調されている。
逆に，ホーソン効果が実証された第 1次継電器組立作業実験の場合では，その「成功」は経営
側の積極的な関与・指導により可能になったという側面が強調されている。
この点は，第4に，メイヨーが，経営者革命論に類似の，経営者の企業現場支配論を確固た
る信念としていたことに関連する。メイヨーは，当時における社会全体の根本的問題が社会的
統合の弱体化（社会的アノミーの進行）にあるとし，それを克服し，社会的統合の促進・強化を
はかるためには，有能な経営者 (administrator: 行政執行者等も含む）の関与・活躍が絶対に不可
欠であるとする。ただし，かれのいう経営者は何よりも人間の協働を促進し発展させることを
使命とし，かつその能力を有する者であるが，その場合かれらは人間協働の問題が何よりも非
論理的な社会的規範の問題であることを，｛言念として身に付けている者でなくてはならない。
ところがこの問題は，旧来，経済理論的な問題として対処されてきたものであるが，少なくこ
も今日では，それは誤りである。人間協働の確保・推進という問題は，人間社会的 (humrn
social)な問題であって，経済理論的な問題ではない。メイヨーにとってはこれが最も肝要な点
であったが，ちなみに，アメリカでこうした経営者論が広く注目されたのは概ね1940年代にな
ってからで，人間関係論はそうした経営者論の一楓を担うものであったといえる。
最後に，ギレスピーは1980年代オオウチ (Ouchi,W. G. : 参照文献k)などにより提起された，人
間関係等従業員の人間的社会的要因への対応強化を改めて主張するもの（これをギレスピーは新
人間関係論とよんでいる）に言及し，メイヨーらのいわゆる初期人間関係論に対して， これらで
は心理学的要因への志向性が低いことが特徴であるとしている。それは，かれによれば， 1980
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年代では労働者（陣営）が， 1930~40年代にくらべて非闘争的であるためである。新人間関係
論はもとより従業員に対する動機付けの促進・充実を柱とするものであるが， しかし結局は，
経営側への服従と生産向上に志向し， もって経営側の権威強化に資するところに本質的特徴が
ある， と結んでいる。これはいうまでもなく，初期人間関係論にも妥当するものであり，これ
が初期• 新を問わず，人間関係論的理論• 主張の本質的意義であるとするのである。
皿．ジョンズによる「ホーソン効果否定論」の主張
次に取り上げるのは， 1990年と1992年にホーソン実験に関する論考を発表したジョンズ
(Jones, S. R. G. : カナダ・マクマスター大学）である。
まず， 1990年の論考（参照文献h)は， フランケ／カウルの第 1次継電器組立作業実験につい
ての統計的分析（参照文献e)を前提にして，それを批判的に補足したものであった。この論考
では人間関係論的アプローチの有効性は認められるという結論であったが， 1992年の論考（参
照文献i)ではホーソン効果は全くなかったか，あったとしてもごく些細なもの (slender)であ
ったという結論になっている。この論考は， 1990年の論考をさらに押し進めたもので，両論考
のアプローチに基本的相違はなかったが，結論はやや異なったものとなっている。
(1)ジョンズの1990年の主張
この論考におけるジョンズの問題意識は，次の点にある。フランケ／カウルの試みでは，実
験過程における作業量の分析において，実験メンバー相互間の友好関係や影響関係が考慮され
ていないことが大きな間題点であるから，この点の分析を加味することが必要ということであ
った。なお，この実験では実験メンバー相互間の関係 (within-groupinfluences)が 1つの重要因
子であったことは， 1974年すでに前記のパーソンズが指摘している (I: p.928)。
ジョンズによれば， ホーソン実験（端的には第 1次継電器組立作業実験）に関するそれまでの論
議は，作業量変化を生んだ根本的要因がどこにあったかに関して， レスリスバーガー／デイク
ソンのようにいわゆる人間関係論的要因を主張するものと， フランケ／カウルのように管理的
規律措置や作業時間変更などの要因を挙げるものとに大別される。前者は，実験作業上の内在
的要因であり，後者は，実験作業上の外在的要因であって，それまでの研究・論議では，両者
は対立的なものとして分離してとらえられ，いずれか一方のみが排他的に根本的要因として主
張されてきたが，ジョンズはこうしたとらえ方は誤りであり，両者はホーソン効果を共に生ん
だ2大要因として，統合的にとらえられる必要があると力説する。
例えば，第 1次継電器組立作業実験についてのフランケ／カウルの論考で， この実験におけ
る作業量増加の 3大要因として挙げられている「管理的規律措置」「実験的措置としての休憩
導入などによる作業時間変更」「大恐慌の影響」にしても，その作用は，直接的には，実験メ
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ンバーたちの相互関係のなかでおこったところの，実験メンバー個人個人の態度・行動を通し
て現れたものであるから，実験メンバーたちの相互関係（実験に内在的要因）と，外在的要因と
を統合的にとらえる必要があると主張するのである。
そこでジョンズは，具体的にはこの実験における実験メンバー各人の作業量は，根本的には
次の 3者により規定されていたものとする。①各実験メンバー個人個人にそれぞれ特有な要因，
②実験メンバー全体に妥当する共通的要因③他の実験メンバーから受ける，あるいは他の実
験メンバーに与える影響要因である。それぞれの主たる内容は下記の通りである。
① （各人特有な要因）。
i)当人のそれまでの作業量。ただしここでは，ある実験措置が行われた場合の直前の時期
における作業量をいう。
i)私的空費時間 (voluntaryrest time)。
ii)不良品修復時間 (repairtime)。
iv)病気の状況。
② （全メンバー共通的要因）。
i)規定上の就業日数・就業時間・休憩時間。
i)賃金制度の変更：実験3期 (1927年6月13日）以降実験メンバー 5名だけの集団出来高給
制に移行したもの。
ii)社会経済全般的事情：これはフランケ／カウルでは大恐慌で代表されているものである
が，ジョンズはそれに代えて失業率で示すことを可としている。
iv)作業者の席の位置の変更： 1930年4月7日から翌1931年2月7日まで試験的に作業者の
席の交替が行われたもの。
v)気候状態：実験作業室には暖房装置があったため，寒さの影響は少なかったが，暑さの
影響はあったといわれる。
③ （他の実験メンバーとの相互関係的要因）。
i)他の実験メンバーの作業量。
i)実験メンバーの交代： 1928年1月25日の 2名（氏名記号〔 1幻〔 2A〕）の強制的交代以外
に，氏名記号〔 5〕では実験14期， 15期， 16期， 24期に他の者〔 5A〕と一時的自発的
に交代したことがある。
まず， これらの諸要因が，実験全期間について，要因別に統計処理され，平均量や，作業量
への影響度が計算された（ここでは1992年論考の場合を示した。図表2を見られたい）。そのうえにた
って，メンバー同士の相互関係が検討された。その結果は図表 1のごとくであった。ただし，
これはメンバーの〔 1〕〔幻〔 3〕〔 4〕〔いが揃っていた159週について行われたもので，
これをみると， 3つの傾向を読み取ることができる。
① 〔l〕と〔 2〕, 〔2〕と〔 4〕，〔 3〕と〔 4〕との間にはかなり強い正の相関関係があり
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相互に親密な関係があったものと推
測される。
②反対に，〔 1〕と〔 4〕，〔 2〕と〔 3〕
との間には負の相関関係があり，反
撥的関係があったものと推測される。
③ 〔5〕lよこれらの相互関係に対し
比較的圏外にあり，孤独的存在であ
ったと推測される。
実は，メンバー同士の社内・社外に
おける相互関係はレスリスバーガー／
図表1: 第1次継電器組立作業実験メンバーの相互関係
変数
各メンバー の受けた影響度（△はマイナス）
〔1〕 〔2〕 〔3〕 〔4〕 〔5〕
〔1〕作業量 0.64 0,30 △ 0.78 0.12 
〔2〕作業量 0.61 △ 0.35 0.98 0.32 
〔3〕作業量 0.84 △ 0.84 1.01 0.19 
〔4〕作業量 △ 0.69 0.89 0.60 △ 0.16 
〔5〕作業量 0.18 0.00 △ 0.11 0.7 
注） 1. 氏名記号はレスリスバーガー／ディクソン (o.p.23)によるもの。
2. 実験全期間中，〔 lA〕⑫ A〕〔 5A〕が入っていなくて〔 l〕〔 2〕
〔3〕〔 4〕げ〕が揃っていた159週についてのメンバー間の相
関係数。
出所） h : p.184 
デイクソンの書とホワイトヘッドの書でも叙述的に取り上げられ，記述されている。上記のジ
ョンズの分析結果はこれらの記述に照応するものであり，それらを統計的に実証したものとい
う意味をもつ。そこでジョンズは， この1990年の論考では，「人間関係論的アプローチはオリ
ジナルなデータによっても否定されない (notcontroverted)」と結論づけている (h: p.189)。
(2)ジョンズの1992年の主張
1992年の論考では， まず，第 1次継電器組立作業実験の経過のなかでおこった労働条件の変
更について，実験的措置として実施された変更措置（狭義（本来）の変更措置 (narrowchange)) と，
それ以外の変更措置（広義の変更措置 (broadchange)) とに分け， これらの変更措置によって各実
験メンバーの作業量(1時間あたりの平均量）が変更直前の時とくらべてどのように変化し，かつ，
変更措置後しばらくの間どのように変化したかをもって，ホーソン効果は測定されるものとし
ている。
もとより影響要因には， 1990年論考と同様，各実験メンバー個人に特有の要因，全メンバー
共通的要因，他実験メンバーとの相互関係的要因があるとされるが， しかし1992年論考では，
これらの要因の影響• 作用は，結局，相互に相殺されて，その時々の個々のメンバーの作業量
変化に集約して現れるものであるから，その過程を分析すればいい，という主張になっている。
そしてジョンズは，この分析をメンバー全員について， 〔1〕〔 2〕⑪〕〔4〕〔 5〕のみならず，
〔lA〕⑫ A〕〔 5A〕についても行っている。その結果は図表2の通りである。
この場合， まず〔 1〕〔 2〕〔幻〔 4〕〔 5〕についてみると，狭義の実験措置がとられたと
きには，直前の週とくらべて，作業量が下落していることが特徴的である。多少増加している
のは〔 lA〕⑫ A〕のみである。実験措置以後の週ではバラッキがあるが変化は僅かである。
そしてこのことは，ジョンズの分析結果によれば，広義の変更措置についても，全体としては
そのまま妥当する (i: p.460. ここでは関係図表等は省略）。ジョンズはさらに，長期的傾向を知るために，
各変更措置があった後の作業輩変化の経緯を約30週目まで追跡し図で示しているが（ここでは省
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図表2: 第1次継電器組立作業実験の諸データ
(1)実験全期間中の該当就業期間すべてについての各メンバー別の諸データ
メンバー氏名記号 〔1〕 〔2〕 〔3〕 〔4〕 〔5〕 〔IA〕〔2A〕〔5A〕
10] 
備考
作業量 69.5 73.0 63.2 67.2 59.8 51.6 52.0 55.7 各人の 1時間あたりの平均作業量（個）
就業週数 218 216 256 256 204 39 38 52 各人の測定された就業週数（週）
不良品修復時間 27.7 22.5 19.6 11.6 18.4 20.5 18.9 40.0 
｝各人の 1日あたりの平均時間（分）私的空費時間 4.5 6.7 6.1 7.4 5.8 9.2 8.2 3.3 
病気 0.07 0.06 0.05 0.05 0.02 
注） 1 . 1927年4月25日-1932年6月17日の全期間270週のデータ。ただし1932年3月1日～同年6月17日は大恐慌のため，無操業の迎[
が5週間があるなど，操業時間はかなり非正常。このため実験は1932年2月27日（実験23期終了日）で終了したとされる場合
が多い（この場合は実験全期間は253週）。
2. 氏名記号は図表1と同様。
3. 〔lA〕⑫ A〕は1928年1月25日〔 1〕〔 2〕と交代。〔 5〕は52週だけ〔 5A〕と自発的一時的に交代。
4. 規定上の本来の就業時間は 7時30分-12時， 12時45分-17時，ただし土曜日は規定上では午後休業。 1日の就業時間が8時間
を超える部分には1.5倍の超過給が支給されるものとなっていた。
(2)メンバー全体についての各種データ・影響度（原則として全期間平均値）
失業率 8.8 (%) 休憩時間追加分 0.06 (%) 作業座席交替影響度
規定上の作業休止 1.7 (分） 材料トラブル影響度 0.15 (%) 医務室訪問時間影響度
規定上の休憩時間 20.6 (分） 賃金制度影響度 0.97 (%) 暑さの影欝度
不良品修復時間追加分 0.14 (%) [ 1 A汀2A〕交代影響度 0.86 (%) 寒さの影響度
私的空費時間追加分 0.09 (%) [ 5 A〕交代影響度 0.21 (%) 
注） 1. 「失業率」「規定上の作業休止」「規定上の休憩時間」以外はすべて最大値を 1とした場合の推定値。
(3)ある狭義の変更措置がとられた場合の作業量変化の過程
メンバー氏名記号 〔1〕 〔2〕 〔3〕 〔4〕 〔5〕 〔lA〕
変更措置実施の直前週 70.3 (16) 72.8 (16) 62.1 (23) 64.8(23) 58.7(19) 51.4(7) 
変更措置実施の週 69.6 (17) 71.3 (16) 61.3 (24) 63.9 (24) 58.4 (21) 52.3(7) 
変更措置実施直後の 1週間目 68.9 (17) 71.6 (16) 61.5 (24) 64.0 (24) 58.0(20) 51.2 (7) 
ケ 2週間目 67.4(14) 71.1 (14) 61.0(19) 63.5 (19) 57.1 (17) 50.9 (6) 
ケ 3週間H 68.6 (12) 71.7 (12) 62.1 (15) 64.7 (15) 59.1 (13) 51.9 (3) 
, 4週間目 68.3 (12) 71.8 (12) 62.7 (14) 66.6 (14) 59.7 (12) 51.1 (2) 
注） 1. 実験全期間にわたる 1時間あたり平均最：単位＝個：カッコ内は測定された該当就業週の数。
出所）図表2すべてi: pp.459-460. 
〔2A〕
52,0 (7) 
53.7 (6) 
50.8(7) 
51.1(6) 
52.6 (3) 
53.2 (2) 
0.16 (%) 
0.42 (%) 
0.04 (%) 
0.03 (%) 
〔5A〕
57.3 (3) 
56.1 (3) 
56.8 (4) 
58.5 (3) 
53.3 (2) 
56.6 (2) 
略），それによると，〔 4〕だけが変更措置実施後の 5週目以降において作業量増加を示してい
るだけで，他の者では，変更措置実施後5週目以降においては作業量増加はほとんどなかった。
あったとしても実にゆるやかなものであった。
そこでジョンズは，ホーソン効果は実証されてはいない，と結論づけている。ただし注意さ
れるべきことは，ジョンズがここでいうホーソン効果とは，直接的には，以上のような意味の
もの，すなわちなんらかの作業条件変更措置があっても，短期的に，つまり，その時の直近の
時期において作業量変化がおきるかどうかという意味のものであって，長期的に作業量変化が
おきるかどうかというものではないことである。
ところが，ホーソン実験の第 1次継電器組立作業実験で問題であったのは，本来，長期的な
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もの，例えば約 5年間にわたる作業量変化の解明であって，それは，具体的には，実質的に実
験が可能であった1927年 4 月 25 日 ~1932年 2 月 27 日の253週において，作業量がどのように変
化したかの問題である。この間において，実験メンバー全体でみると，作業量 (1時間あたり 1
人あたりの平均量）は， 49.6個から72.4個へ，約46%上昇している。この実験では， このことの根
拠・意味が間われていたのである（従って，例えば実験12期のみを取り上げて論じるのは，本来，誤
っており，何かの思惑があるといわれてもやむをえないものである 大橋）。しかしこのことは， ジョン
ズではホーソン効果の間題とはされていないのである。この点について， ジョンズは，実験の
全期間について，それを 1つの実験とみるようなものは， ここでは前提とされてはいないと明
記している (i: p.467)。
これは実は， この1992年の論考ではジョンズが，直接的には，アメリカ教育学関係分野で展
開されてきた研究・論議を念頭においていることに起因するものである。アメリカ教育学関係
分野では，別稿（参照文献w)で論じているように，ホーソン効果は，テスト受験者が特別な注
目をうけること，テストヘの参加意識をもつこと，あるいはテスト（実験）や教材の新しさや
ユニークさに刺激されることから生まれるものとしてのみとらえられているが，そうした注H
や参加意識や新しさの刺激は一時的な事柄で，時間の経過とともに慣れがおき，その影響• 作
用• 効果は減退する短期的なものである。アメリカ教育学関係分野ではホーソン効果は一時的
短期的なものであることが比較的強調されており，ホーソン実験• 第 1次継電器組立作業実験
で前提とされていたような長期的なものは課題とはされていない。
ジョンズも，少なくともアメリカ教育学関係分野等で一般に論議の対象となっているホーソ
ン効果は，一時的短期的なものであり， 1992年のかれの論考で直接的に対象としているのもこ
のような一時的短期的なものであって，それは実証されていないというのである (i: p.467)。
しかし，かれはさらに，それにとどまらず，ホーソン実験の第 1次継電器組立作業実験の場
合長期的なホーソン効果も実証されたものではないという。ただしかれは，ここでは，直接的
には，実験のオリジナル資料においてそもそも長期的なホーソン効果を論じるに必要かつ十分
なデータが存在しないことを根拠としている。長期的ホーソン効果は実証するにも，必要なデ
ータがないというのである (i: p.467)。
かくてジョンズによれば，ホーソン効果は短期的一時的なものも長期的なものも実証根拠が
ないものであるがかれは最後に，こうしたホーソン効果否定の主張は，教育学関係分野のみ
ならず，広く社会科学全般にも妥当するものであって，ホーソン効果は，ホーソン実験以後関
係のある論者により実証もなしに作り出され，神話化されてきたもの (enshrined)である，
と結論づけている (i: p.467)。
この論考でジョンズは，挙げられている関係参照文献からみても，明らかにアメリカ教育学
関係分野等での研究状況を念頭においてはいるが，その主張はもとより社会科学全般を対象に
したもので，ホーソン効果否定の結論もそうしたものである。
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N. パーサーによる「人間関係論神話」の主張
2000年，サンフランシスコ州立大学のパーサー (Purser,R.)は「人間関係論神話の正体を明
らかにする」（参照文献n) という論考を発表した。ただし， これは当時アメリカを中心に欧米
で一世を風靡していたチーム制作業形態に関連したものである。チーム制作業形態の根源とし
て，アメリカ等では日本のチーム的作業形態，タヴィストック研究所のチーム理論とならんで，
人間関係論が有力な 1つとして挙げられていた（参照文献m)。パーサーの論考は，人間関係論
がそもそもどのようなものであったかについて，通説的見解を 1つの神話とし，その根拠や，
神話として形成されてきた経緯等を解明したものであった。
ここでいう神話とは，過去から受け継いだ妄想というべきものであり，その根拠・根源はは
っりしないものであるが， しかし，人間の思考や行動を形作り，選択の基準となったりするも
のである。しかも，それが神話として意識されない場合には，人間は神話に照応した形で現実
をとらえ，神話に従って行動する傾向をもつ。そういう意味では，それは単なる言い伝えでは
なく，行動指針となるもの (guidingmyth)である。
このうえにたってパーサーは経営・管理にはいくつかの，少なくとも神話的なものがある
とするが，そのなかでも現在も最大の影響力をもつ神話は，人間関係論神話であるとする。人
間関係論は，過去70年間において，つまりホーソン実験で生まれて以来，経営・管理の分野に
おいて最大な影響力をもってきたものであるからである。この神話に基づくと，労働者は，本
当は仕事の尊厳さや誇りや労働の意義を失っているにもかかわらず，人間として扱われるもの
とされ，かつ，そう言われることによって満足するものとなる，あるいは満足させられるもの
となる。それ故，仕事がどのようなものか，例えば単調なものかどうかなどは，副次的な問
題となる。経営・管理もその構造や本質が問われることなく，精々部下に対する経営者・管理
者の人間的な扱い方の間題となる。
このうえにたってパーサーは，ギレスピーの1991年の書に大きく依拠し，主として第 1次継
電器組立作業実験の実態・問題点を論述し，この実験作業室の監督は，確かに一般作業場とく
らべると緩和されたものであったが， しかし監督的監視的視線 (supervisorygaze)は実際には
厳しいもので，実験作業室は多くの点で一種の精神的監獄 (psychicprison)であったと総括し
ている。そしてそれが通説的に伝えられている美しい実験物語に作り変えられ，人間関係論
的考え方として形成されていったのは，主としてメイヨーによるものであるとする。
メイヨーは，実験における作業量変化が，結局，実験メンバーたちの社会的状況の変化，そ
れに基づく態度の変化によって生まれたものと解釈するよう働きかけた。このメイヨーの働き
かけが実践された始まりのものは，パーサーによると，従業員面接調査であった。これは当初
計画の後全従業員を対象とするよう拡大されたものであるが， 1930年末21,126名に実施された
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段階で，大恐慌の影響が深刻なものとなって，通常のものは打ち切られた。この面接調査担当
の約300名のインタビュアーに対して，ハーバード大学関係者は積極的に関与した。それは「ハ
ーバード・チーム」 (theHarvard team) とよんでもいいものであった (n: p.67)。
この面接調介は，会社側としては， もともと管理・監督の改善など監督者訓練の基礎的デー
タを得ることを目的にしたものであったが，メイヨーはこの面接により一般従業員たちが自分
たちの個人的状況に目を向け，「望ましくない」態度や行動を変えるきっかけになるものと考
えていた (n: p.67)。そして特に1929年 7月以降では，インタビュアーは相手に好きなように思
うように話しをさせることを原則とし，面接記録もそのように作るものとされた (indirect
approachといわれ，面接時間は平均 1人約90分となり，面接記録も非統一的で長いものとなった）。 しかし，
インタビュアーは面接スキーム (conceptualscheme)を堅持し，必要なデータを得ることが課題
であった。ただしその際，当該事項についての相手の個人的事情をその社会的関連において
(personal reference in its social context)把握することを主眼とするものとされた (o: pp.203, 271-
273)。
1930年末一般的通常の面接調査が中止となった後，特定グループについてだけ集中的に，か
つ繰り返して行う高密度な面接ないし観察調在が行われることになった (o: p.205)。第 1次継
電器組立作業実験では， 1931年 5月に女性インタビュアー，ロッソウ (Rosseau,I.)が週 1回実
験メンバーと面接する計画が始まったが，実験メンバーたちの忌避的行動があって，実質的に
は20回ほどのもので終わった (f: p.86)。さらに一般インタビュー・チームの一員であったデヴ
イソン (Davisson,D. D.: 男性）が1931年12月から実験作業室に常時駐在し，記録作業等を始めた。
ところが， この 2人の報告書では実験メンバーたちの作業動因は所得（賃金）の増加が主要な
ものであったとされており，それが社会的欲求であったとはなっていない (n: p.68)。
パーサーの論考は，前述のように，チーム制作業形態に関連したものであり，ホーソン実験
についても，インフォーマル集団はじめ小集団の問題が直接的に関係する論題の 1つであった。
この点についてパーサーは，ホーソン実験では小集団の役割は極めて重要なものであったが，
しかしそれは，全体としてみると，職場統制行為のうちでも組織的怠業などを行うものという
点に視点がおかれた分析・論述になっているとしている。パーサーは「人間関係論者は，結局，
労働者側の集団的行為に対して極めて強い疑念(extremesuspicion)を有する者たちであった」 (n:
p.69)と書いている。
ただし，パーサーは，人間関係論的思考に対して， どのようなものであれ，全く反対という
ものではない。特にマクレガー (McGregor,D.)には好意的で，かれがあのように早死にをする
ことがなかったら，必ずや労働者自主管理論 (self-managementparadigm)の確固たる土台を提
示していたであろうと述べている (n: p.72)。さらにアージリス (Argyris,C.)等の名前も挙げ，
これらの新人間関係論者たちが人間主体志向的考え方をもち，その実現に努力する熱情をもつ
者であること，その人間主義的目標が称揚されるべきものであることは，疑いないとしている。
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しかし，パーサーからみればかれらには大きな問題点がある。それは，かれらが心理学的
アプローチをとって，結局，官僚的組織の変革に目を向けるのではなくて， リーダーシップの
改善パーソナリティの充実•発展，自己実現の達成等に志向しているだけに終わっているこ
とである。しかしパーサーによると，かれらのこうした主張も，実際には，受け入れられるこ
とがない。「これらの産業ヒューマニスト (industrialhumanists)の多くは，企業のトップマネジ
メントからは，良くて単なるカウンセラー，悪くすると過激な左翼的な理想主義者，少なくと
もアカデミックな理想主義者として扱われるだけの者たちである」 (n: p.74) と結んでいる。
なお，ホーソン実験の通説的見解に対して神話 (myth) という言葉を使って批判しているも
のに，既述のように，少なくとも1974年のパーソンズの論考（参照文献1)がある。そこでパー
ソンズは，概ね 3種の神話があるとしているが，それらは，根本的には，これらの事項につい
ての通説的見解が，実験の事実・結果と合致していないことを指摘するものであって，パーソ
ンズが神話として指摘しているものは， どちらかといえば通説的見解が，意識的か無意識的
かを間わず，実験の事実・結果と合致していない点，あるいはその曲解・誤解というべき点で
ある。これに対して，パーサーは神話の問題としてはホーソン実験に立脚する人間関係論者の
思想的・イデオロギー的主張に重点をおいている。しかし，それにしても，パーサーが参照文
献においてもパーソンズの論考を挙げていないのは奇異に思われる。
V. ハンソン／ウイグブラドによる「ホーソン効果＝恐れの効呆」の主張
ここで取り上げるのは，本稿冒頭で一言紹介した2006年のハンソン／ウイグブラドの主張（参
照文献g)である。かれらは，ホーソン実験に関するこれまでの研究・論議をふまえて，ホーソ
ン効果を実証したとされる第 1次継電器組立作業実験における作業量増加について，それは，
結局，実験メンバーたちが待遇の良い実験作業室から追放されることを恐れて (threat), 仕事
に精励し生産性（能率）向上に努めたことから生まれたものである， という主張を提起した。
ハンソン／ウイグブラドはもともと，企業など経営体のクローズダウン (closedown: 閉鎖）
の問題について研究を試み， 1927~1952年閉鎖の危機の後立ち直ったファゲルスタ (Fagersta) ・
グループのホルンダル (Horndal)鉄鋼工場の経緯に立脚した「ホルンダル効果」 (theHorndal 
effect)を唱えた。そしてそれをさらに，一般的に経営体全般に拡大して論究し，「クローズダ
ウン効果」 (theclose down effect) というものがあるとして， こうした角度，すなわち衰退状態
アプローチ (declineperspective)の視点からホーソン実験を考究するとはじめて，ホーソン実
験の実態• 本質が解明されると主張したのである。
衰退状態アプローチは， 1960年代ごろにおこったもので，本来，それは経営体において失業
の恐れ (threat)などがおきたような場合，それが従業員はじめ人間の行動にどのような作用を
与え，結果，経営体にどのような影響を及ぼすかを究明せんとするものである。
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ところが，ハンソン／ウィグブラドはこの衰退状態アプローチを拡大し，従業員はじめ人間
にとにかくなんらかの恐れ (threat)がある場合，人間はどのような行動をとるかの問題を解明
する有力な理論的枠組みを提供するものとして，ホーソン実験の第 1次継電器組立作業実験で
もこうした恐れがあったから，この恐れという角度で実験メンバーたちの行動を見直し，解明
する必要があり，かつこれが望ましい方法であるというのである。
経営体の衰退• 動揺の時期にあってはどのような状況がおきるか。一般的には，あるいは常
識論的には，結論はきまっている。すなわち衰退期には雇用不安などがおきて，従業員では仕
事のやる気の減退がおき，生産性（能率）低下がおきる， と考えられる。しかしハンソン／ウ
イグブラドは，反対に， こうした環境でこそかえって人々のやる気がおき，生産性（能率）向
上が生まれる場合もあることを強調する。その象徴的な例がホルンダル工場の場合であった。
同工場は， 1927年に操業を開始したが， 2年後1929年に大恐慌がおき，閉鎖もやむなしの状
態に陥った。当時会社側は，生産性の状態について全社的に調査を行い，ホルンダル工場は向
上率 0%であれば上出来と考えられていたところを， 1.5%上昇を記録した。当時同工場
には会社レベルでの設備投資等の資本投下は全然なかった。しかし，設備の稼働方法や作業方
法に対して工場独自で工夫がなされたり，何よりも従業員たちの努力向上があった。これがエ
場閉鎖から脱却できた根本的要因であった。
このうえにたって，一般的にクローズダウン効果というものが提起された。これによると，
逆境でも生産性向上がもたらされる根拠として次の諸点が指摘されている。まず，一般論とし
て，衰退期となるとかえって従業員の意欲が増し，生産性向上がありうることが主張される。
ちなみに，人間は満足感があるときに作業意欲が高まり生産性が高いという考え方（満足ー生
産性仮説）もあるが，反対に，不満足感があるときこそ意欲がおき生産性が高まるという不満
足ー生産性仮説もある。つまり，逆境期には作業者の意欲が低くなるとは限らないのである。
ただし，第 1次継電器組立作業実験の場合，満足ー不満足についてみると，実験メンバーた
ちに対する管理的措置等は，一般作業場のそれとくらべると，かなり優遇されたものであり，
監督者の専制的行為等も少なかったから，一般作業場にくらべれば満足感があったものであっ
て，全体としては満足ー生産性仮説があてはるものであった。
そこでハンソン／ウイグブラドは，次に，クローズダウン効果では，衰退•動揺期になると，
作業・労働に対する管理・規律が行き届かなくなり，かえって生産性向上がおきるというテー
ゼがあるとして，それを検討するが，第 1次継電器組立作業実験の場合ではこのテーゼも一般
的には妥当し，問題となる点はない。
ただし，第 1次継電器組立作業実験の場合，こうした点に関連して最も問題であり看過でき
ないものは，実験開始 9ヵ月後1928年 1月25日におきた 2名の排除・交代の件であったとする。
そして，これはその後において実験メンバーたちに対し実験協力，すなわち作業量増加に対し
強力な圧力になったものであると規定する。つまり，ハンソン／ウィグブラドは，この実験に
ホーソン実験についての近年の諸論調（大橋） 10? 
おいて生産性向上・作業量増加をもたらした最大の要因がここにあったと認め，実験メンバー・
たちがいわば待遇の良い実験作業室から追放されることを恐れて，仕事に精励したことがこの
実験の最大の眼目であったとするのである。
さらに，クローズダウン効呆論では，衰退• 動揺期には，例えば，作業者集団の内部におい
てインフォーマルな集団関係が強まり，それが生産動向を左右するというテーゼがある。イン
フォーマルな情報伝達が進展し，インフォーマル集団関係が強まることによるものである。ホ
ーソン実験ではこの点は，大恐慌中に実施されたバンク捲き線作業観察実験において特に強烈
に認められたものであるが，第 1次継電器組立作業実験でもけっこう強いものであった。
また，給与・賃金が作業活動に及ぼす刺激作用についても，逆境のときには，所得を確保し
続ける必要性が高いであろうが故に，仕事に精励することがあるという考え方がありうる。出
来高給制など能率給制がとられている場合には，特にそうしたことがおこりやすい。第1次継
電器組立作業実験の場合でも大恐慌の時期に作業量増加がおきている。
ハンソン／ウイグブラドは，以上の諸事情をまとめて，第 1次継電器組立作業実験の場合，
ホーソン効果といわれる作業量増加をもたらした最大の根本的要因は，実験作業室から追放さ
れ元の一般作業場に戻される恐れにあった， と結論づけている。それが1928年1月25日の 2名
の排除•交代によって，実験メンバーたちの意識にこびりついたものになったというのである。
第1次継電器組立作業実験の場合，このような恐れは，直ちに失職というものではなかった
から，ホルンダル効果やクローズダウン効果と異なるところがあるが，「恐れ」では共通して
いるし，インフォーマル集団やインフォーマル関係の働き等でも共通したところがあり，少な
くとも衰退状態アプローチで，その本質的特徴は最も良く解明されるとするのである。
ただし，ハンソン／ウイグブラドの以上の所論では，実験メンバーたちの行動動因として，
レスリスバーガーらがいうような人間的要因や社会的要因や友好的管理の要因は否定されるの
ではない。レン (Wren,D. A.) /グリーンウッド (Greenwood,R. G.)などがいう賃金欲求要因（参
照文献p:訳231頁）も否定されるのではない。それらのものを認めたうえで，あるいはそれらの
要因があったからこそ，それらを失わないよう仕事に精励したものとされるのであり，大恐慌
などの要因も，この「恐れ」を強めたものという位置づけになる。
あとがき
ホーソン実験そのものの分析・究明は，ギレスピーの研究で 1つの到達点に達したように思
われるが，少なくとも，ハンソン／ウイグブラドのいうようなホーソン効果の再構築・再概念
化は，現在でもあるいは現在こそ取り組まれるべき課題である。それはいうまでもなく，ホ
ーソン実験が問いかけた人間主体志向的経営がまさに現代の問題であるからである。ホーソン
実験の実態がどのようなもので，それに対してどのような批判があるにせよ，人間主体志向的
経営の道が進むであろうことは疑いがない。それは時代の要請であり，歴史的必然である。
108 関西大学商学論集 第52巻第 6号 (2008年2月）
〔参照文献〕
a : Bramel, D. /Friend, R., Hawthorne, the Myth of the Docile Worker, and Class Bias in Psychology, 
American Psychologist, 1981, Vol.36, No.8, pp.867-878. 
b : Carey, A., The Hawthorne Studies: a Radical Criticism, American Sociological Review, 1967, Vol.32, No.3, 
pp.403-416. 
c : Cass, E. L. /Zimmer, F. G. (eds.), Man and Work in Society, New York: Van Nostrand, Reinhold, 1975. 
d : Chase, S., What Makes the Worker Like to Work? Reader's Digest, 1941, Feb. pp.15-20. 
e : Franke, R. H. /Kaul, J. D., The Hawthorne Experiments: First Statistical Interpretation, American 
Sociological Review, 1978, Vol.43, No.5, pp.623-643. 
f : Gillespie, R., Manufacturing Knowledge: a History of the Hawthorne Experiments, Cambridge: Cambridge 
University Press, 1991. 
g : Hansson, M./Wigblad, R., Recontextualizing the Hawthorne Effect, Scandinavian Journal of Management, 
2006, Vol.22, pp.120-137. 
h : Jones S. R. G., Worker Interdependence and Output the Hawthorne Studies Reevaluated, American 
Sociological Review, 1990, Vol.55, pp.176-190. 
: Jones S. R. G., Was There a Hawthorne Effect? American Journal of Sociology, 1992, Vol.98, pp.451-468. 
: Mayo, E., The Human Problems of an Industrial Civilization, New York: Macmillan, 1933. 村本栄一訳『産
業文明における人間問題』日本能率協会， 1951年。
k : Ouchi, W.G., Theory Z, Reading: Addison-Wesley Publishing, 1981. 徳山二郎監訳『セオリーz』CBS・ソ
ニー出版 1981年。
I : Parsons, H. M., What Happened at Hawthorne? Science, 1974, Vol.183, pp.922-932. 
m : Porter, G./Beyerlein, M. M., Historic Roots of Team Theory and Practice, in: Beyerlein, M. M. (ed.), 
Work Teams: Past, Present and Future, Kluwer Academic Publishers: Dordrecht, 2000, pp.3-24. 
n : Purser, R., The Human Relations Myth Unveiled, in: Beyerlein (ed.), op. cit., pp.59-83. 
o : Roethlisberger, F. ]./Dickson, W. J. Management and the Worker, New York: John Wiley & Sons, 1964 
(Cambridge (MA), 1939). 
p : Trahair, R., Mayo, George Elton, in: Witzel, M. (ed.), The Encyclopedia of the History of American 
Management, Thoemmes Continuum: Bristol, 2005, pp.348-352. 
q : Wren, D. A. /Greenwood, R. G., Management Innovators, New York: Oxford University Press, 1998. 井上
昭ー／伊藤健市／廣瀬幹好監訳『現代ビジネスの革新者たち』ミネルヴァ書房， 2000年。
r : 大橋昭一「ホーソン実験の真相一リレーアセンブリテストの実際一」『関西大学商学論集』 2006年第51巻第
1・2・3合併号。
s : 大橋昭ー／竹林浩志「ホーソン実験についての批判的諸論調―1960年代ごろまでの状況を中心に一」『関西
大学商学論集』 2006年第51巻第4号。
t : 大橋昭ー／竹林浩志「ホーソン効果の実体をめぐる諸論調ーホーソン効果についてのいくつかの見解ー」『関
酉大学商学論集』 2006年第51巻第5号。
LI : 大橋昭ー／竹林浩志「ホーソン研究の本質をめぐる論争一現代経営者論の一環という主張の提起ー」『関西
大学商学論集』 2007年第51巻第 6号。
V : 大橋昭ー「ホーソン実験の現代的意義に関する諸論調ーホーソン実験50周年記念シンポジウムの概要一」
（上）（中）（下）『関西大学商学論集』 2007年第52巻第 1・2合併号，第 3号，第4号。
w: 大橋昭ー／竹林浩志「ホーソン効果をめぐる教育学分野の諸論調ー1990年ごろまでの状況を中心に一」『関
西大学商学論集』 2007年第52巻第 5号。
